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じ、2015 年 4 月には保護世帯数 162 万 924 世帯、
















　現在、生活保護の捕捉率は 1 割から 3 割程度と
推計されている 7)。また、後藤道夫によれば、漏給
人口は、2014 年 4 月時点で 1,188 万人（全人口の
9.3％）に及ぶと推計される 8)（後藤道夫［2014］）。
　他の先進国の公的扶助の捕捉率が、ドイツ約 7 割、
イギリス約 9 割、フランス約 9 割であることとは対
照的である（唐鎌ほか［2008］）。
　先に見た漏給層と生活保護を現に受給している層
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3 ～ 6 ヶ月段階で「低額であっても一旦就労するこ
と」を求める。③自立活動確認書の作成を求め、月
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　日本の自殺者は 98 年に急速に増加し、2012 年
まで年 3 万人以上で推移し、現在でも依然として高
い水準となっている。2009 年における日本の自殺


























そ等しい。2006 年には自殺者 1 人当たりの遺族は
4.78人と推計され、自死遺児はおよそ8万6,230人、
生存している自死遺族の総数は約 292 万人～ 346
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資　本　と　地　域　　第 12 号（2017 年 3 月）
　実際に生活保護の運用が自殺に影響したと推測で
きる以下のような事件も報じられている。① 2015
年 6 月に東海道新幹線の中で 71 歳の単身男性が焼
身自殺をした事件。人的被害：女性 1 名が死亡、28
人が重軽傷。JR の金銭的被害：車両の修理代、被害
者への慰謝料、約 9 万 4,000 人の乗客への影響。世






刊朝日』2015 年 7 月 17 日号 20-21 ページ）。②
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化しているものの、2015 年 7 月の速報値で過去
最多の 1,628,905 世帯（対前年同月比：101.2％、
19,911 世帯増）となった。一方で、大阪市の保護
世帯数は 2015 年 9 月の速報値で 117,375 世帯（対
前年同月比：99.8％、279 世帯減）である。大阪市
の停止中をのぞく被保護者世帯の構成は、2014 年
度月平均で、高齢者 60,800 世帯、母子 7,267 世

































増加を吸収して、2013 年 6 月以降には保護世帯数
全体が減少に転じた。以降、対前年同月比で 24 ヶ
月連続マイナスとなり、2015 年 6 月に一度プラス
に転じたものの、7 月以降は再び対前年度同月比で
減少した。保護世帯率は、2015 年 9 月時点で全国
が 1.71％であるのに対し、大阪市は全国で最も高い






















め、2010 年度では約 150 億円が大阪市の実際の負
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あった点が着目される。大阪市 A 区は、2012 年度
の生活保護の実施方針として独自のフローチャート
を作成し、「1 週間にハローワークに 3 回以上求人



































　B さんは工事作業の職場で 2 年前に過呼吸の発作
を起こしたため仕事を辞めざるをえなくなり、生活














なく、買い置きの米による 1 日 1 食の生活が続いた。






られない」と判定し、申請から 28 日目の 11 月 21
日に申請を却下した。期間の延長理由は「稼働能力
調査に日時を要したため」であった。
　B さんは所持金が残り 11 円になったため、11 月
26 日に弁護士同行の上で再申請を行った。その際









































































　2012 年度の事業実績は支援対象者数 7,145 名、
就職者数 4,535 名、就職率 63.5％、2013 年度は支
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る世帯の割合は 2003 年の 15.3％から 2013 年の
19.3％へと増大した。第二に、他のプログラムがな
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ける自死遺族数の推計」CIRJE Discussion Paper 
J-20、東京大学経済学部）。  
11)　年齢や性別による平均余命を考慮する。また、




















税額年 20 万円）、１年間の保護費を 180 万円と
すると、前者の場合後者に比べ 5,200 万円コスト
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